
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27　年

2.1.1 人 国　調 10.0 ％ 27.1 ％ 62.9 ％

31.1.1 人
22　年 374 人 1,108 人 2,533 人

増減率 ％ 国　調 9.3 ％ 27.6 ％ 63.1 ％

令和元年度 増減額

1. ① 5,160,802 526,163 11.4 ％

2. ② 4,763,910 299,546 6.7 ％

3. ③ 396,892 226,617 133.1 ％

4. ④ 318,085 296,977 1,406.9

5. ⑤ 78,807 △ 70,360 △47.2

6. ⑥ △ 70,360 1,979

7. ⑦ 379,180 56,051 17.3

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 550,577 334,577 154.9 ％

10. △ 241,757 △ 276,547 ％

％

％

事 - ％

事 -

事 -

事 -

事 -

企適 -

企非 -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

ガス事業

農業集落排水事業

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

154,899

0

34,795

（総費用）

1,072,002

 -

1,015,3981,035,055

 3,696

128,962

歳　　出

584,287

215,683

△ 3,156

545

46,443

-

19,657

0
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 3,696

128,444

歳　　入

（総収益）

1,118,445

 -

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

21,108

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

1,152,427

3,059,098

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 2,608,444

翌年度に繰り越すべき財源

4,464,364

0繰 上 償 還 金

△9.6

住民基
本台帳

149,167

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

170,275

22年

4,634,639

7,863

8,039

△2.2

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

長 南 町

令 和 元 年 度

382
65.51

人口集中地区人口

22年国調

124273

第１次
9,073 125.3

対H30増減率

2,393 人

0.45

人

R1年度末の債務保証額又は損失補償額

△ 72,339

34,790

323,129

経 常 収 支 比 率

4,115,355

990,884

625,604

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 22.0

146,144

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 6.6

健　全　化　判　断　比　率

216,000

 

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成30年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

-

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

8,206 人 27年国調
人

人
-

72,172

0

175,020

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

581,131

218,578

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）
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R1普通交付税
種 地 区 分

Ⅱ－２

番号

Ⅱ3

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

84.9

1,903,395

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

2.6

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

1,031

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、令和元年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公
営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。
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経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

21.1 ％ △ 1.5 ％ 1,087,272 959,176 20.1 ％ 3.3 ％ 859,419

1.7 2.5 87,419 597,703 12.5 6.0

0.0 △ 48.0 605 365,456 7.7 7.2 132,281

0.1 10.5 4,204 380,448 8.0 △ 3.2 380,448

0.1 △ 20.7 2,753 元 金 353,835 7.4 △ 2.4 353,835

0.0 － 0 利 子 26,613 0.6 △ 13.5 26,613

3.0 △ 2.7 153,929 0 0.0 － 0

1.8 △ 2.5 95,255 1,705,080 35.8 2.5 1,372,148

0.0 － 0

0.4 △ 41.6 756,163 15.9 0.6 521,273

0.0 － 24,873 0.5 2.9 16,846

0.1 皆増 5,302 613,897 12.9 4.9 369,903

0.4 829.9 22,011 307,022 6.4 17.7

32.8 11.9 0 0.0 － 0

28.2 4.4 409,429 8.6 △ 1.4 346,465

4.6 99.5 3,509,442 73.7 2.0 2,626,635

0.0 －

61.5 5.7 2,931,971 13,940 0.3 △ 2.4

0.0 △ 5.4 1,784 499,756 10.5 △ 2.3

0.6 12.1 0 281,335 5.9 17.2

1.8 △ 5.4 0 216,865 4.6 △ 20.1

0.8 △ 0.2 0 0 0.0 －

5.9 14.9 1,556 0.0 皆増

0.0 － 0 190,436 4.0 1567.9

6.0 4.7 0 0.0 －

0.1 △ 23.5 878 690,192 14.5 32.0

0.5 42.6

12.3 126.1 0 415,423 8.7 15.3

3.3 △ 30.8 0 0.0 －

2.0 29.3 12,366 148,853 3.1 4.6

5.3 △ 0.5 0 0.0 －

0.0 － 4,763,910 100.0 6.7

2.8 △ 19.8 3,159 0.1 424.8

100.0 11.4 2,946,999

0.1 424.8

超過課税分収入済額 決算額

35.1 ％ △ 4.1 ％ 0 83,245 1.7 ％ △ 3.9 ％

所 得 割 28.4 △ 3.4 0 1,314,676 27.6 5.9

法 人 税 割 2.9 △ 7.9 0 961,929 20.2 3.9

57.0 △ 0.3 0 398,949 8.4 7.1

土 地 16.8 0.7 0 0 0.0 －

家 屋 24.8 0.8 0 474,103 10.0 4.6

償 却 資 産 15.5 △ 3.0 0 67,163 1.4 △ 39.8

7.9 1.8 0 334,536 7.0 △ 3.4

100.0 △ 1.5 0 174,670 3.7 2.4

△ 6.6 383,755 8.1 9.1

190,436 4.0 1567.9

98.8 ％ 18.9 ％ 96.1 ％ 380,448 8.0 △ 3.2

市 町 村 民 税 98.8 20.8 96.1 0 0.0 －

固 定 資 産 税 98.8 17.5 95.8 0 0.0 －

94.7 17.4 83.9 4,763,910 100.0 6.7

R1決算額 地方債

102,990 0

41,506 0

141,417 91,500

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

その他特定財源 一般財源

2,063,993

衛 生 費

議 会 費

現年課税分

31,103

619,543

全体事業費の財源内訳

269,106

1,087,272

219,711

182,315

積 立 金

決算額

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

消 防 費

教 育 費

土 木 費

労 働 費

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

対H30増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

前 年 度 繰 上 充 用 金

人 件 費

扶 助 費

う ち 職 員 給

繰 越 金

諸 収 入

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

634,611

投 資 的 経 費 小 計

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

40,615

1,694,467

1,784交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

1,455,070

経 常 的 経 費 小 計239,397

0

経 常 的 繰 出 金
1,455,070

6,277

92,982

分 担 金 及 び 負 担 金

303,262

単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

災 害 復 旧 事 業 費

国直轄事業負担金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

国 庫 支 出 金

使 用 料

3,171,368一　般　財　源　計

0

30,220

区　　　　　分 構成比

うち東日本大震災分

うち東日本大震災分

都 道 府 県 支 出 金

170,275

101,740

地 方 債

合　　　　　　　計

3,159

24,800

307,968

うち臨時財政対策債 146,000

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

対H30増減率

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

5,160,802

構成比

274,900

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

元 　利
償還金

補 助 費 等

18,151

地 方 特 例 交 付 金 等

153,929

95,255

0

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴル フ 場 利 用 税 交 付 金

特　　　 　　別

普　　　 　　通

物 件 費

地 方 税

4,204

2,753

地 方 譲 与 税 87,419

605

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,087,272

利 子 割 交 付 金

義務的経費小計

22,011

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型長 南 町 Ⅱ－２

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H30増減率 構成比 対H30増減率区　　　　　分

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

18,151

0

5,302

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0

地 方 消 費 税 交 付 金

自動車税環境性能割交付金

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付金 （ 経 常的 なも の）

500,000

0

687,997

0

6,979補助橋梁修繕事業 H30～R1 215,917

H24～R3 500,000

地籍調査事業 H26～R16 2,751,990

地域農業整備事業補助金 0

0

117,438

事業名 事業年度
全体事業費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

市 町 村 税

区　　　　　分

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

381,698

308,659

災 害 復 旧 費

168,067

86,031


